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I．はじめに 

少子化が進むなかで、現行の、学校単位で活動する運動部活動の継続は難しくなってきており、今後、

子供たちがスポーツに親しむ機会が大きく減少してしまう恐れが懸念される。こうした事態を避けるため、

学校の運動部活動に代わり、地域においてスポーツの機会を確保し、将来にわたり子供たちが地域でスポ

ーツに継続して親しめる環境を構築していく必要がある。 

そのなかでも運動部活動の大会は、中学校等の生徒にとって、日ごろの練習の成果を発揮する貴重な機

会を提供し、生徒のスポーツへの意欲を高めるとともに、技能の向上に寄与してきた。 

一方、運動部活動大会の在り方については、平成 30 年にスポーツ庁から示された「運動部活動の在り

方に関する総合的なガイドライン」や、平成 31 年に中央教育審議会から示された「新しい時代の教育に

向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策につ

いて（答申）」において大会の在り方見直しに向けた提言がなされ、以降継続的に見直しの検討が進められ

てきた。 

また、令和４年６月には「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言」が公表され、大会の在り方に

ついて、課題ならびに求められる対応が示された。その後、令和４年 12 月に「学校部活動及び新たな地域

クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」が公表され、以下の内容が示された。

［「大会の在り方」に関する「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の 

在り方等に関する総合的なガイドライン」の概要（抜粋）］ 

○求められる主な対応

1. 生徒の大会等の参加機会の確保

⚫ 大会参加資格を、地域クラブ活動の会員等も参加できるよう見直し

⚫ 日本中体連は令和５年度から大会への参加を承認、その着実な実施

2. 大会等への参加の引率や運営に係る体制の整備

⚫ できるだけ教師が引率しない体制の整備

⚫ 運営に係る適正な人員確保

3. 生徒の安全確保

⚫ 特に夏季における生徒の健康と安全を守るための環境確保

4. 全国大会をはじめとする大会等の在り方

⚫ 大会の在り方の見直し（開催回数の精選、複数の活動を経験したい生徒等のニー

ズに対応した機会を設ける等）。

こうしたなか、各地域には様々な実情があり、全国的に一律の見直しは難しいものの、過年度調査に

おいて、主に競技団体や地域のスポーツクラブ主催の大会等において、それぞれの実情や地域に合わせ

た見直しが少しずつ始まっていることが確認された。さらに生徒に向けたアンケート調査では全国大会

に繋がる大会のなかで、都道府県大会への出場を目指している生徒が最も多いことも確認された。 

そこで本事業では、地域の実情を反映しやすく、多くの生徒の目標となっている都道府県以下のレベ

ルの大会に焦点をあて、「大会の在り方の現状や見直し状況の全国的な把握」や「見直し優良事例や見直

しのボトルネックの把握」を、運営状況や安心安全に関する取組等にも着目しつつ実施し、生徒にとっ

て望ましい大会の推進に向けて調査研究を進めることとした。 
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II．業務実施内容 

 本業務の全体像 

 

本事業では、大会の開催状況の実態を把握するためのアンケート調査を行った。 

また、熱中症対策に関わるアンケートを実施した上で、積極的に熱中症対策を実施している団体の優

良事例のヒアリングを実施し、事例集としてとりまとめを行った。調査の全体像を図表 1-1 に示す。 

 

図表 1-1 本調査の全体像 

 

 

今年度は、都道府県中学校体育連盟（以下「都道府県中体連」という。）に対しては、大会規定、運営

体制、大会形式の見直し状況等を、都道府県に対しては大会規定の見直し意向や負担金の徴収状況等の

支援実態把握を行うため、アンケート調査を実施した。あわせて、都道府県レベルで出される大会規定

等関係資料の提出を依頼し、大会規定等の見直し状況の整理を行った。 

また、熱中症による事故が相次いでいる現状を鑑み、市区町村体育（スポーツ）協会等に対し、スポ

ーツの現場におけるスポーツ活動や大会開催等の熱中症対策状況等を把握するため、アンケート調査を

実施した。 

さらに、スポーツ現場におけるスポーツ活動や大会開催等の熱中症対応等を積極的に実施している事

例を抽出し、今後の熱中症対策における工夫点や課題点を把握するためのヒアリング調査を行った上で、

全国の団体へ周知を行うため、事例集としてとりまとめた。 

本事業の成果として、上記調査・分析の結果を取りまとめ、関連団体による今後の大会規定等の在り

方の検討の下地となるファクトとして整理した。 
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 中学生年代の大会の運営状況等に関する調査・分析 

2.1. 調査目的 

令和５年度は、令和４年６月の「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言」や 12月の「学校部活動

及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」の公表を受けての初めての全国中

学校体育大会とその出場に繋がる予選大会（以下「予選大会」という。）の開催年度である。 

現在の状況・課題や今後の施策の検討を行うため、大会の在り方の見直しの進捗状況や課題、運動部活

動と地域スポーツ団体等の扱いの違いについて把握した。 

 

2.2. 調査方法 

Excel 調査票をメールにて回収する形式で調査を実施した。 

都道府県に対する調査については、スポーツ庁より都道府県教育委員会に対し Excel 調査票とアンケー

ト回収先（野村総合研究所）の連絡先を配布し、都道府県から野村総合研究所へメールにて調査票を提出

いただいた。 

都道府県中体連とその競技専門部に対する調査については、日本中学校体育連盟を経由して都道府県中

体連へ、さらに各都道府県中体連を経由して競技専門部へ、Excel 調査票とアンケート回収先（野村総合

研究所）の連絡先を配布し、都道府県から野村総合研究所へメールにて調査票を提出いただいた。 

 

図表 2-1 アンケート依頼の流れ 

 

 

2.3. 調査対象 

 都道府県調査：47 都道府県 

 都道府県中学校体育連盟調査：全国の都道府県中体連、ならびに競技専門部 

 

2.4. 実施時期 

都道府県調査：2023 年 11 月 

都道府県中学校体育連盟調査：2023 年 11 月～2023 年 12 月 

 

2.5. 調査項目 

主に以下の４つの項目について把握できるように設問項目を設計した。 
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設問内容の概要については図表 2-2 に、各調査の調査票については図表 2-3～2-5 に示す。 

 回答者の属性（都道府県、回答者氏名、役職、連絡先 等） 

 各種規定の見直し状況（参加規定、引率・監督規定 等） 

 大会の運営体制（大会運営のために徴収している金銭 等） 

 全国中学校体育大会に参加する生徒への交通費・宿泊費の補助 

 

図表 2-2 アンケート設問の概要 
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図表 2-3 アンケート調査票（都道府県） 
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図表 2-4 アンケート調査票（都道府県中学校体育連盟） 
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図表 2-5 アンケート調査票（都道府県中学校体育連盟 競技専門部） 
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2.6. 調査結果 

 調査により得られた結果（抜粋）を図表 2-6 に示す。 

 

図表 2-6 アンケート結果一覧 
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2.6.1. 都道府県調査 

1） 回答者概要 

 47 都道府県全てに回答いただいた。 

 

2） 各種規定に係る見解 

ア） 参加資格に係る課題 

 ①一部の団体種目について、「メンバー全員の同一校在籍」が要件になっていること、②競技種目によ

って類似の規定でも解釈が異なる場合があること、③「県をまたいだ参加」「市区町村をまたいだ参

加」が認められていない場合があること以外の参加資格に係る課題について質問した結果、「大会参

加基準の明確化・統一化」、「地域クラブ活動の定義の明確化」、「指導者の複数チーム所属」、「勝利至

上主義的なチームの大会参加」、「地域移行の進捗の地域差」などが挙げられた。FF08 図表 2-7） 

 

図表 2-7 参加資格に係る課題 

 

 

イ） 異なる都道府県にある地域スポーツ団体等からの大会参加（県またぎ） 

 所属校のある都道府県と異なる都道府県にある地域スポーツ団体等からの大会参加（以下「県またぎ」

という。）を認めていない状況についての見解として、約 15%が「認めるべき」、約 43%が「一定の条

件で認めるべき」、約 30%が「認めるべきではない」との回答があった。（図表 2-8） 

➢ 「一定の条件で、県またぎを認めるべき」と回答した都道府県に、一定の条件として考えられる

内容の回答を求めた。「特定の事情がある場合のみに限定して認めるべき」、「負担金・補助金に

関する考え方を整理すべき」等の回答がみられた。（図表 2-9） 

➢ 「県またぎを禁止すべき」と回答した都道府県に、禁止すべきと考える理由の回答を求めた。「大

会運営を支える負担金・補助金等の整理（都道府県民ではない参加者に都道府県単位で賄ってい

る費用が使われることへの説明）が難しい」等の回答がみられた。（図表 2-10） 
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図表 2-8 県またぎの禁止に関する見解 

 

図表 2-9 県またぎを認めるために付与するべき条件 
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図表 2-10 県またぎを禁止すべき理由 
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ウ） 引率・監督規定 

 全国中学生体育大会の出場に繋がる予選大会（以下「予選大会」という。）に出場する際の引率につい

て、部活動指導員の引率をほとんどの都道府県が認めている。（図表 2-11） 

 外部指導者の引率は、約 38%の都道府県が認めている。（図表 2-12） 

➢ 外部指導者の引率を認めない理由としては、「引率は外部指導者の役割の範囲外」との見解や、

「部活動は学校教育の一環であり教員等が引率すべき」との意見等がみられた。（図表 2-13） 

➢ 予選大会の引率に係る独自規定を定めているのは 1 都道府県であった。（図表 2-14） 

 

図表 2-11 予選大会での部活動指導員の引率可否 

 

図表 2-12 予選大会での外部指導者の引率可否 
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図表 2-13 外部指導者の引率を認めない理由 

 

 

図表 2-14 予選大会の引率に関する都道府県の個別規定の有無、その内容 
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3） 全国中学校体育大会に参加する生徒への交通費・宿泊費の補助 

 全国中学校体育大会（以下「全中」という。）に参加する生徒に対する補助について、部活動所属生徒

と地域スポーツ団体等所属生徒に対する補助の形式が一部異なる都道府県も存在する。（図表 2-15）

全中に参加する生徒の交通費・宿泊費について、部活動所属生徒には補助を行うが地域スポーツクラ

ブ等の所属生徒には補助を行っていないのは４都道府県であった。（図表 2-16） 

 

図表 2-15 全中に参加する部活動所属生徒／地域スポーツ団体等所属生徒に対する補助 

 

図表 2-16 全中に参加する部活動所属生徒／地域スポーツ団体等所属生徒に対する補助方法の相違 
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4） その他 

 地域クラブ活動等も参加できる大会等に対する支援は約 3/4 の都道府県が実施している。支援の内容

としては、後援名義、補助金が多い。（図表 2-17） 

 令和６年度の大会に向けて見直しを実施した／検討した事項としては、「外部指導者の引率」や「全

国中学校体育大会に参加する生徒に対する補助」に関する回答が多い。（図表 2-18） 

 大会の在り方に係る課題として、人員確保の観点での大会の運営体制の在り方に関する回答が最も

多い。（図表 2-19） 

 

 

図表 2-17 地域クラブ活動等も参加できる大会等に対する支援の有無、その内容 
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図表 2-18 令和６年度の大会に向けて見直しを実施した／検討した事項 
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図表 2-19 大会の在り方に係る課題 
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2.6.2. 都道府県中学校体育連盟調査（中学校体育連盟） 

1） 回答者概要 

 47 都道府県全てに回答いただいた。 

 

2） 全国の競技別大会開催状況 

 全中が開催されている競技のうち、競技別の予選大会開催数について、相撲、スキー、スケート、ア

イスホッケー以外は全ての都道府県で予選大会が行われている。（図表 2-20） 

 

図表 2-20 全国の競技別大会開催状況 
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3） 各種規定の見直し状況 

ア） 参加規定（合同チーム） 

 合同チームの大会参加について、全ての都道府県中体連で規定を定めている。（図表 2-21） 

 合同チームの参加について、日本中体連の規定とは異なる独自規定を定めている都道府県中体連は約

45%である。（図表 2-21） 

➢ 全中の合同チーム参加規定から緩和した独自規定を定める都道府県中体連では、人員不足が原因

で大会に参加できない生徒がなるべく出ないよう、地域の実情を踏まえて対応している事例等が

みられた。（図表 2-22） 

➢ 全中の合同チーム参加規定から厳格化した独自規定を定める都道府県中体連では、勝利至上主義

の助長防止や新たに合同チーム編成を求める学校への対応の事例がみられた。（図表 2-22） 

➢ 全中の合同チーム参加規定より厳格化した独自規定を定めた都道府県中体連においても、合同チ

ームの参加を全く認めない事例はない。（図表 2-22） 

 

 

 図表 2-21 合同チームの参加規定の策定状況 
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図表 2-22 合同チームの参加について独自規定を定める目的、その内容 
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イ） 参加規定（拠点校部活動） 

 拠点校部活動の大会参加について、約 51%の都道府県中体連が規定を定めている。（図表 2-23） 

 拠点校部活動の大会参加について、独自規定を定めている都道府県中体連は約 11%である。（図表 2-

23） 

➢ 拠点校部活動参加規定について、独自規定を定める都道府県中体連では、拠点校部活動の編成の

ハードルを下げるための緩和や勝利至上主義の助長を防ぐための厳格化等の事例がみられた。

（図表 2-24） 

➢ 全中の拠点校部活動の参加規定より厳格化した独自規定を定めた都道府県中体連においても、拠

点校部活動の参加を全く認めない事例はない。（図表 2-24） 

 

図表 2-23 拠点校部活動の参加規定の策定状況 

 

図表 2-24 拠点校部活動の参加について独自規定を定める目的、その内容 
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ウ） 参加規定（地域スポーツ団体等に所属する中学生） 

 地域スポーツ団体等に所属する中学生の大会参加について、約 96%の都道府県中体連が規定を定めて

いる。県またぎ以外の事項で独自の規定を定めている都道府県中体連は約 21%である。（図表 2-25） 

➢ 地域スポーツ団体等に所属する中学生の大会参加について、全中の参加資格の特例を厳格化した

独自規定を定めている都道府県中体連では、「参加チームのガバナンスを確保すること」 や「参

加条件の明確化を図ること」を目的とした事例が多い。（図表 2-26） 

 県またぎを禁止している都道府県中体連は約 64%である。（図表 2-25） 

➢ 県またぎを禁止すべき理由として、「負担金・補助金等の整理が必要」、「都道府県間での協議が

必要」、「中体連が主催する大会としての意義と合致しない」等の回答が多い。 （図表 2-27） 

 管轄地域内で、市区町村またぎ禁止を定めている市区町村があると回答した都道府県中体連は、約

21%である。（図表 2-28） 

 

図表 2-25 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加に係る参加規定の策定状況 
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図表 2-26 県またぎを禁止すべき理由 
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図表 2-27 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加について独自規定を定める目的、その内容 
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図表 2-28 市区町村またぎ禁止の状況 
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エ） 引率・監督規定 

 予選大会の引率について、部活動指導員の引率はすべての都道府県中体連が認めている。（図表 2-29） 

 予選大会の引率について、外部指導者の引率は約 55%の都道府県中体連が認めている。（図表 2-29） 

 予選大会の引率について、独自規定を定めている都道府県中体連は約 30%である。（図表 2-29） 

➢ 全中の引率規定から緩和した独自規定を定める都道府県中体連では、外部指導者の監督資格を認

める条件を緩和し、校長の判断により大きな裁量を持たせている事例がみられた。（図表 2-30） 

➢ 全中の引率規定から厳格化した独自規定を定める都道府県中体連では、都道府県や市区町村の教

育委員会と対応を統一するために外部指導者の引率を認めていない事例等がみられた。（図表 2-

30） 

 

 

 

図表 2-29 引率・監督規定の策定状況 
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図表 2-30 引率・監督規定について独自規定を定める目的、その内容 
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4） 大会の運営体制 

 都道府県中体連に対する地域スポーツ団体等の加盟費等について、団体毎／競技毎に徴収していると

回答した都道府県はあわせて約 30%、徴収していないと回答した都道府県は約 70%である。（図表 2-

31） 

 

図表 2-31 地域スポーツ団体等からの加盟費の徴収 
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5） 全国中学校体育大会に参加する生徒への交通費・宿泊費の補助 

 全中に参加する生徒に対する補助について、部活動所属生徒と地域スポーツ団体等所属生徒に対する

補助の形式が一部異なる都道府県も存在する。（図表 2-32） 

 全中に参加する生徒の交通費・宿泊費について、部活動所属生徒には補助を行うが地域スポーツクラ

ブ等の所属生徒には補助を行っていないのは６都道府県である。（図表 2-33） 

 

図表 2-32 全中に参加する部活動所属生徒／地域スポーツ団体等所属生徒に対する補助 

 

図表 2-33 全中に参加する部活動所属生徒／地域スポーツ団体等所属生徒に対する補助方法の相違 
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6） その他 

 各地域における運動部活動の地域連携・地域移行への対応を中心として、令和６年度の大会に向けた

規定の各種見直しが進んでいる。（図表 2-34） 

 

図表 2-34 令和６年度の大会に向けて見直しを実施した／検討した事項 
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2.6.3. 都道府県中学校体育連盟調査（都道府県中学校体育連盟 競技専門部） 

 

1） 回答者の属性 

 回答数は 515 件。 

 競技別の回答数は図表 2-35 の通り。 

※競技や都道府県によって、回答数に差が出ていることに留意。 

 

図表 2-35 競技別の回答数 
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2） 各種規定の見直し状況 

ア） 参加規定（合同チーム） 

 合同チームの参加について、全中において合同チームでの参加が認められている７競技では、全ての

都道府県大会で参加が認められている。（図表 2-36） 

 合同チームの参加資格に係る競技別細則について、日本中体連と同様の規定を定めている競技部が約

51%。参加を認めており、なおかつ競技別細則を定めている競技部は約 28%で、競技別細則により条

件を緩和／厳格化している競技部の割合は同程度である。（図表 2-37） 

 

図表 2-36 合同チームの参加資格の有無 

 

図表 2-37 合同チームの参加についての競技別細則の策定状況 
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イ） 参加規定（拠点校部活動） 

 拠点校部活動の大会参加についても、全中において合同チームでの参加が認められている７競技では、

参加を認める競技部が他の競技と比較して多い傾向にある。（図表 2-38） 

 拠点校部活動の参加資格に係る競技別細則について、日本中体連と同様の規定を定めている競技部が

約 57%。参加を認めており、なおかつ競技別細則を定めている競技部は約 14%で、競技別細則を定め

ている競技部では競技部では条件を緩和している競技部が多い。（図表 2-39） 

 

図表 2-38 拠点校部活動の参加資格の有無 

 

図表 2-39 拠点校部活動の参加についての競技別細則の策定状況 
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ウ） 参加規定（地域スポーツ団体等に所属する中学生） 

 地域スポーツ団体等に所属する中学生の大会参加は、約 97%の競技部で認めている。認めていない競

技部の中には、都道府県中体連として参加を認めるか検討中であったり、準備期間として参加を見送

ったりした事例がみられた（都道府県中体連アンケートにより確認された事例）。（図表 2-40） 

 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加資格に係る競技別細則について、日本中体連と同様の規

定を定めている競技部が約 59%。参加を認めており、なおかつ競技別細則を定めている競技部は約

29%であり、競技別細則を定めている競技部では緩和よりも厳格化が多い。（図表 2-41） 

 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加資格に係る競技別細則を緩和する予定のある競技部は

約 27％である。（図表 2-42） 

 

図表 2-40 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加資格の有無 

 

図表 2-41 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加についての競技別細則の策定状況 
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図表 2-42 地域スポーツ団体等に所属する中学生の参加資格の緩和意向 
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エ） 異なる都道府県にある地域スポーツ団体等からの大会参加（県またぎ） 

 県またぎを禁止する規定を定めている競技部は約 64%である。（図表 2-43） 

 域内の市区町村体育連盟において市区町村またぎを禁止する規定が定められている競技部は約 27%

である。域内市区町村体育連盟による市区町村またぎの禁止状況を把握していない競技部は約 24%み

られた。（図表 2-44） 

 

図表 2-43 県またぎ禁止の状況 

 

図表 2-44 市区町村またぎ禁止の状況 
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3） 大会の運営体制 

 大会開催時の参加費徴収有無について、参加費を徴収している競技部が約 74%、徴収しない競技部が

約 26%である。（図表 2-45） 

 

図表 2-45 予選大会参加費の徴収有無 
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 熱中症対策状況調査 

3.1. 調査目的 

熱中症による事故が相次いでいることを鑑み、スポーツ庁では例年熱中症事故防止のための通達を発出

している。通達では、公益財団法人日本スポーツ協会の「スポーツ活動中の熱中症予防ガイドブック」等

の周知を行っている。 

日々スポーツ活動を行っている市区町村レベルの競技団体やそうした競技団体を管轄する体育・スポー

ツ協会において、実際に熱中症対策のための対応がどの程度なされているのかを把握した。 

 

3.2. 調査方法 

WEB アンケート 

協力いただいた都道府県体育・スポーツ協会を経由して市区町村体育・スポーツ協会および市区町村競

技団体に対しアンケートフォームの URL を配布し、スマートフォンやパソコンからアクセスし、回答し

ていただいた。 

 

3.3. 調査対象 

 全国の市区町村体育・スポーツ協会 

 全国の市区町村競技団体 

 

3.4. 調査時期 

 2023 年 11 月～12 月 
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3.5. 調査項目 

指針の活用状況に関する項目や、熱中症の危険性が高い場合の大会実施可否判断に関する項目について

把握できるように設問項目を設計した。 

設問内容の一覧については図表 3-1 に、調査画面については図表 3-2 に示す。 

 

図表 3-1 熱中症対策状況調査の設問一覧 

 

 



46 

 

図表 3-2 熱中症対策状況調査のアンケート画面 

※システム上、1 問に表示できる選択数の上限により、Q4，5，6 については表示されていない 
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3.6. 調査結果 

3.6.1. 指針の活用状況 

 大会等の開催や日常のスポーツ活動の実施可否の判断基準として、日本スポーツ協会作成の熱中症

予防運動指針を活用している団体が約 53%と半数を占める。中央競技団体の指針を活用している団

体は約 11％、独自に定めた指針を活用している団体は約 7%である。（図表 3-3） 

 約 93%の団体において、自団体に加盟しているチーム・団体に対して熱中症予防運動指針の周知を

行っている。（図表 3-4） 

 

図表 3-3 大会等の開催やスポーツ活動の実施判断基準として活用している指針 

 

図表 3-4 活用している指針の周知実施状況 
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3.6.2. 熱中症の危険性が高い場合の大会実施可否判断 

 熱中症予防指針における運動可能基準を超えた場合の対応について、主催団体や現場の審判で判断

している団体が約 86%。強制的に中止し安全を確保している団体も約 4%みられた。（図表 3-5） 

 約 8%の団体では、2023 年には暑さを理由に主催大会を中止した事例があった。（図表 3-6） 

 

図表 3-5 運動可能基準を超えた場合の主催大会での大会実施可否判断 

 

図表 3-6 暑さを理由にした主催大会中止実績の有無 
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 熱中症対策事例に関するヒアリング調査 

4.1. 調査目的 

熱中症対策の必要性の認識や実施状況には、地域やスポーツ団体によって差異があると考えられる。 

参考になる取組を周知し、そうした事例を参考に各団体での熱中症対策の取組を強化していただくため、

熱中症対策を積極的に行っている団体の取組についてヒアリングを実施し、詳細を把握した。 

 

4.2. 調査方法 

熱中症対策を積極的に行っている４団体を対象にヒアリングを実施し、熱中症対策の取組の詳細や工夫、

今後の課題等を把握した。 

 

4.3. 調査対象 

 公益財団法人 日本スポーツ協会 

 公益財団法人 日本サッカー協会 

 特定非営利活動法人 府中市体育協会／府中市 

 足立区軟式野球連盟 

 

4.4. 調査項目 

基本的な調査項目は図表 4-1 の通りである。なお詳細なヒアリング項目は、ヒアリング対象ごとに設定

した。 

 

図表 4-1 ヒアリング事項 

項目  内容  

取組の詳細 時期、取組実施決定までの背景・経緯 等 

工夫点 反対意見に対する対応、 

目的を実現するために行っている工夫 等 

課題点・今後の意向 現在課題だと認識していること、今後の取組意向 等 
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4.5. 調査結果 

4.5.1. ヒアリング内容 

各団体での取組に関するヒアリングを行った。ヒアリング内容の概要は図表 4-2 の通りである。 

 

図表 4-2 ヒアリング内容の概要 
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4.6. 事例集の作成 

ヒアリング結果については、広く周知を行うため、事例集（図表 4-3）として取りまとめた。 

 

図表 4-3 事例集 
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 有識者からの意見聴取 

5.1. 実施目的 

アンケート調査の設計やその結果のとりまとめにおいて、効果的な調査手法やとりまとめ方について、

有識者から意見・助言をいただいた。 

 

5.2. 実施概要 

本年度事業で実施したアンケート等についての有識者からの意見聴取の実施概要は図表 5-1 の通りであ

る。 

 

図表 5-1 有識者からの意見聴取の概要 

 第１回 第２回 

実施日時 10 月 13 日（金） 10:00～11:00 ３月 13 日（水）   14:00～15:00 

議題 【調査方針についての意見交換】 

(1) 調査の全体像について 

(2) 大会等開催状況の実態に関するア

ンケート実施概要について  

(3) 大会等開催状況の実態に関するア

ンケート設問項目について 

(4) 今後のスケジュールについて 

【調査結果の報告、とりまとめ方の意見交換】 

(1) 熱中症対策状況アンケート実施概要に

ついて 

(2) 熱中症対策状況アンケート結果につい

て 

(3) 大会等開催状況の実態に関するアンケ

ート結果について 

出席者 髙橋 幸平 氏（朝日大学  保健医療学部健康スポーツ科学科 スポーツ教育学 教授） 

友添 秀則 氏 (環太平洋大学体育学部 教授) 

開催方法 オンライン会議 

 

 

5.3. 主な意見 

5.3.1. 第１回有識者意見聴取における主な意見 

 

図表 5-2 第１回有識者意見聴取の内容 

区分 概要 

１）   

大会等開催状況の実態

に関するアンケート実

施概要 

⚫ スポーツ庁と日本中体連の共同調査であるように見えると、都道府県中

体連が日本中体連に忖度した回答をする可能性がある。発注元によって

回答にバイアスがかかることは想定しておいたほうが良いだろう。 

⚫ 他方で、高体連で理事をしていた時の経験を踏まえると、親団体に厳し

い意見を言ってくる人が多かったため、意外と実態を書いてもらえるの

ではないか。 

２）  

大会等開催状況の実態

に関するアンケート設

【都道府県調査】 

⚫ 日本中体連は団体競技しか合同チームの参加を認めていない。ただし

武道は都道府県では団体戦等で実施している。そのような緩和がされ
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問項目 ているか確認できるとよいのではないか。 

⚫ 都道府県中体連と都道府県の意図がずれている項目があれば、突合で

きるとよいだろう。 
 

【中体連調査】 

⚫ 中体連の職員数について、「専属職員」という用語より、「専従職員」の

ほうが一般的ではないか。 

⚫ 中体連の職員は、実際にはパートを採用していることがある点には留

意が必要である。 

⚫ 中体連は部活動加盟費を誰がどう負担しているかまではわからないと

思う。「わからない」という選択肢を入れておいてもよいのではないか。 
 

【競技部調査】 

⚫ 競技専門部は男女合同である。そのため、別で回答してもらう必要はな

いのではないか。 

 

 

5.3.2. 第２回検討会議における主な意見 

図表 5-3  第２回有識者意見聴取の内容 

区分 概要 

１）  

熱中症対策状況アンケ

ート結果 

⚫ 資料中で似た言葉を複数使用すると、異なるものを指しているように見え

てしまう。言葉は統一したほうがよい。 

２）  

大会等開催状況の実態

に関するアンケート結果 

【全体】 

⚫ 言葉が独り歩きすることを避けるため、文章の記載等はもう少し丁寧にで

きるとよい。全体として良いデータが集まったと思う。 
 

【都道府県調査】 

⚫ 地域スポーツ団体等に所属する全中出場生徒への補助について、水泳やテ

ニスはクラブの出身者が全国大会に出場することが多い。競技によってク

ラブまで補助が行われているかはだいぶ変わってくるだろう。県は中体連

への支出ということで補助しているのかもしれない。 
 

【都道府県中体連調査】 

⚫ 中体連が外部指導者の引率を認めていない理由として、行政の対応に合わ

せているためという回答があるが、行政側の都合で子どものスポーツ権が

阻害されるのであれば、それをやめるべきだということを言った方が良い

だろう。ただし、そのためのエビデンスが必要である。 
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 調査研究のまとめ・今後の検討課題等 

6.1. 中学生年代の大会の運営状況等に関する調査 

今年度調査では、大会規定の見直し状況や見直しのボトルネック、運動部活動と地域スポーツ団体等

の扱いの違いについて、全国的な状況を把握することができた。 

その上で、地域連携・地域クラブ活動を推進する上での、主に大会に関する課題も抽出された。（図表

6-1） 

 

図表 6-1 大会等開催状況の実態に関するアンケート調査から得られた主なファクト 

 

  

  



63 

 

 

6.2. 熱中症対策状況に関する調査 

今年度実施したアンケート調査では、全国の市区町村レベルの体育・スポーツ協会や競技団体におけ

る熱中症対策の実施状況が把握できた。 

ヒアリング調査では、積極的に熱中症対策を行っている取組について詳細を把握し、他団体へ展開で

きるよう事例集としてとりまとめた。（図表 6-2） 

 

図表 6-2 熱中症対策状況に関するアンケート調査から得られた主なファクト 
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III．参考資料 

「令和 5年度運動部活動大会等開催状況の実態に関するアンケート」の設問ごとの集計結果を以下に示す。 

 

 

1.1. 都道府県調査 
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1.2. 都道府県中学校体育連盟調査（都道府県中学校体育連盟） 
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1.3. 都道府県中学校体育連盟調査（都道府県中学校体育連盟 競技専門部） 
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1.4. 熱中症対策状況調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	Ⅰ．はじめに
	Ⅱ．業務実施内容
	Ⅲ．参考資料

